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「新しい時代の教育に向けた持続可能
な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する総合
的な方策について（答申）」(H31.1)

テーマ１



１．学校における働き方改革
テーマ１

●我が国の学校教育と学校における働き方改革
・我が国の学校教育は，150年に及ぶ教科教育等に関する蓄積
に支えられた高い意欲や能力をもった教師によって支えられて
いる。教科等における内容項目の指導を通して，事実的な知識
を習得させるだけではなく，概念を軸に知識を体系的に理解さ
せ，教科固有の見方・考え方を働かせて考え，表現させたり，
授業や（１ 特別活動 ）などを通じ対話し，協働する力をは
ぐくんだりしているのは，これらの教師の努力や取組によるも
のである。



１．学校における働き方改革
テーマ１

・しかし，国際的にも評価されている「日本型学校教育」を展開す
る中で，我が国の学校教育の高い成果が，教員勤務実態調査に示さ
れている教師の長時間にわたる献身的な取組の結果によるものであ
るならば，（２ 持続可能 ）であるとは言えない。「ブラック学
校」といった印象的な言葉が独り歩きする中で，意欲と能力のある
人材が教師を志さなくなり，我が国の学校教育の水準が低下するこ
とは子供たちにとっても我が国や社会にとってもあってはならない。
（２ 持続可能 ）な学校教育の中で教育成果を維持し，向上させ
るためには，第一に，教師が我が国の学校教育の蓄積を受け継ぎ，
授業を改善するための時間を確保できるようにするための学校にお
ける働き方改革が急務である。



１．学校における働き方改革テーマ１

●日本型学校教育とは
我が国の学校及び教師は，新しい学習指導要領の実施を迎える中で授

業力の向上が求められていることに加え，諸外国と比較して，授業以外
にも広範な役割を担っている。
我が国の教師は，学習指導のみならず，生徒指導等の面でも主要な役

割を担い，様々な場面を通じて，児童生徒の状況を総合的に把握して指
導を行っている。このような児童生徒の「（３ 全人格的）」な完成を
目指す教育を実施する「日本型学校教育」の取組は，国際的に見ても高
く評価されている。



１．学校における働き方改革テーマ１
学校に求められる役割
子供を取り巻く変化への対応のために「（４ チームとしての学

校 ）」の機能強化を図ることである。社会のグローバル化や都市化・
過疎化，家族形態の変容，価値観やライフスタイルの多様化，地域社会
等のつながりの希薄化や地域住民の支え合いによるセーフティネット機
能の低下などが生じている。また，情報技術の発展により，各種の情報
機器が子供たちの間でも広く使われるようになり，人間関係の在り様が
変化してきている。さらに，我が国の子供の貧困の状況が先進国の中で
も厳しいということも明らかになり，学校は，「子供の貧困対策のプ
ラットフォーム」として位置付けられ，対応が求められている。このよ
うな中，（５ スクールカウンセラー ）や（６ スクールソーシャル
ワーカー ）といったスタッフを含めた「（４ チームとしての学
校 ）」の機能強化を図ることが求められており，このことは学校にお
ける働き方改革にとっても重要となっている。



１．学校における働き方改革の目的

テーマ１

●学校における働き方改革の目的
学校における働き方改革は，教師が疲労や心理的負担を過度に蓄積して

心身の健康を損なうことがないようにすることを通じて，自らの教職とし
ての（７ 専門性 ）を高め，より分かりやすい授業を展開するなど教育
活動を充実することにより，より短い勤務でこれまで我が国の義務教育が
あげてきた高い成果を維持・向上することを目的とするものである。



２．学校における働き方改革と子供，家庭，地域社会

テーマ１

学校における働き方改革を進めるに当たっては，「（１ 社会に開かれ
た教育課程 ）」の理念も踏まえ，家庭や地域の人々とともに子供を育て
ていくという視点に立ち，地域と学校の連携・協働の下，幅広い地域住民
等（多様な専門人材，高齢者，若者，（２ PTA ）・青少年団体，企
業・NPO 等）とともに，地域全体で子供たちの成長を支え，地域を創生
する活動（地域学校協働活動）を進めながら，学校内外を通じた子供の生
活の充実や活性化を図ることが大切である。特に、教師と保護者で構成さ
れている（２ PTA ）に期待される役割は大きく、その活動の充実が求
められる。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

●勤務時間管理の徹底と勤務時間の上限に関するガイドライン
○ 勤務時間の管理については，厚生労働省において「労働時間の適正な
把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成29年
１月20日）が示され，使用者は，労働者の労働日ごとの始業・終業時刻
を確認し，適正に記録することとされている。
このガイドラインの適用範囲は「労働基準法のうち労働時間に係る規

定が適用される全ての事業場」であることから，国公私立を問わず，全
ての学校において適用されるものである。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

このように，勤務時間管理は，労働法制上，（４ 校長 ）や服務監
督権者である（２ 教育委員会 ）等に求められている責務であり，今
般の労働安全衛生法の改正によりその責務が改めて明確化されたところ
である。
このため，今回の学校における働き方改革を進めるに当たり，学校現

場においてはまずもって勤務時間管理の徹底を図ることが必要である。
勤務時間管理に当たっては，極力，管理職や教師に事務負担がかから
ないようにすべきであり，服務監督権者である（２ 教育委員会 ）等
は，自己申告方式ではなく，（３ ICT ）の活用や（４ タイムカー
ド ）などにより勤務時間を 客観的に把握し，集計するシステムを直
ちに構築することが必要である。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

●上限ガイドラインが策定された
勤務時間管理に関し，平成31年１月25日に上限ガイドラインが策定

された。これは当審議会の中間まとめの提言を受けたものであるが，上
限ガイドラインにおいては，「超勤４項目」以外の時間外勤務も含めて
「（５ 在校等時間 ）」として外形的に把握し，民間や他の公務員に準
じた時間外勤務の上限の目安時間を超えないようにすること等とされてい
る。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

上限ガイドラインにも記載されているように，これを策定したことが上限
の目安時間まで教師等が在校等した上で勤務することを推奨する趣旨に受
けとられては絶対にならず，（５ 在校等時間 ）を更に短くすることを
目指して取り組むべきである。このため，上限ガイドラインを踏まえ，文
部科学省や（２ 教育委員会 ）等が具体的な長時間勤務の削減方策を確
実に講じ，各学校や一人一人の教師がその方策の下，自らの職務の在り方
を改革することが必要である。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

上限の目安時間
①１か月の（５ 在校等時間）の総時間から条例等で定められた勤務時間
の総時間を減じた時間が，45時間を超えないようにすること。
➡１か月の残業は45時間以内
②１年間の（５ 在校等時間）の総時間から条例等で定められた勤務時間
の総時間を減じた時間が，360時間を超えないようにすること。
➡年間の残業時間は360時間以内
➡教師の残業の存在を追認し，上限を定めたことに意義がある。



３．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ１

「超勤４項目」
「公立の義務教育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務さ

せる場合等の基準を定める政令」に定められている業務のこと。具体的に
は，（６ 校外実習 ），（７ 修学旅行 ），（８ 職員会議 ），
（９ 非常災害 ）の４つである。公立校では原則として残業は認められ
ていないが，臨時または緊急のやむをえない場合に限って，４項目は残業
が認められてきた。



４．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ１

●学校が担うべき業務
学校が担うべき業務を大きく分類すると，以下のように考えられる。

ⅰ）学習指導要領等を基準として編成された教育課程に基づく（１ 学習指
導）
ⅱ）児童生徒の人格の形成を助けるために必要不可欠な（２ 生徒指導・進
路指導）
ⅲ）保護者・地域等と連携を進めながら，これら教育課程の実施や生徒指導
の実施に必要な（３ 学級経営）や（４ 学校運営業務）



４．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ１

教師は，こうした業務に加え，その関連業務についても，範囲が曖昧な
まま行っている実態がある。一方，教師以外が担った方が児童生徒に対し
てより効果的な教育活動を展開できる業務や，教師が業務の主たる担い手
であっても，その一部を教師以外が担うことが可能な業務は少なからず存
在している。
我が国の学校・教師が担う業務の範囲は，諸外国と比べて多岐にわたり，

これらの中には，法令で明確に位置付けられた業務もあれば，半ば慣習的
に行われてきた業務もある。



４．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ１

〇これまで学校・教師が担ってきた業務のうち，役割分担等について
特に議論すべき代表的な業務について，法令上の位置付けや従事し
ている割合，負担感，地方公共団体での実践事例等を踏まえつつ，

・これは，本来は誰が担うべき業務であるか
・それぞれの業務について，負担軽減のためにどのように適正化を図
るべきか
の２点から，必要な環境整備を行いつつ，中心となって担うべき主
体を学校・教師以外に積極的に移行していくという視点に立って，
個別具体的に検討を進めた。



４．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ１



５．教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革

テーマ１

●一年単位の変形労働時間制の導入
教師の勤務の実態に関し，学校には夏休み等児童生徒の長期休業期間が

ある一方で，教師の業務は成績処理や指導要録を記入する学期末・学年末
の時期や，学校行事や部活動の大会が実施される時期については，それ以
外の時期と比較して長時間の勤務となる場合が多い。そのため，教師の長
時間勤務を見直すに当たっては，毎日の業務の在り方を徹底的に見直しそ
の縮減を図ることを前提に，こうした勤務態様をとらえ，（１ 年間を通
じた業務の在り方 ）にも着目して検討を行うことが有効と考えられる。



５．教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革

テーマ１

●一年単位の変形労働時間制の導入
児童生徒の教育活動をつかさどる教師の勤務態様としては，児童生徒が

学校に登校して授業をはじめとする教育活動を行う期間と，児童生徒が登
校しない長期休業期間とでは，その繁閑の差が実際に存在している。この
ことから，地方公務員のうち教師については，地方公共団体の条例やそれ
に基づく規則等に基づき，一年単位の変形労働時間制を適用することがで
きるよう法制度上措置すべきである。

→例えば，忙しい学期末は勤務する時間を延長する代わりに，長期休業期間中は勤務時間を短くしたり，休み
を取ったり，様々な働き方である。
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